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商学研究論集

第 56号　2022. 2

研究論集委員会 受付日　2021年 9月 24日 承認日　2021年 10月 25日 

印刷業の一般化残差モデルによる分析

Analysis of Printing Industry with Generalized Residual Model

博士前期課程　商学専攻　2021年度入学

杜　　　　　明　　軒
DU Mingxuan

【論文要旨】
21世紀に入り，日本の印刷業は深刻な衰退に直面している。印刷業の大企業から中小企業に至
るまでそれぞれ異なる対策を取り，生き残る道を模索している。本稿は一般化残差モデルとディビ
ジア数量指数を用いて，印刷業の技術進歩率を計測し，供給の面から技術進歩率と衰退の関連性を
考察する。技術進歩率を計測する過程において，本稿は頻繁に使われた収穫一定の仮定を外し，印
刷業の規模の弾力性を計測した。規模の弾力性は業界内の競争の水準と収益率を表す一指標である
ため，本稿は競争と衰退との関連性を見い出すことができた。結果分析において，印刷業の技術進
歩率が低い水準に留まる原因を考察し，中小企業が研究開発を行うモチベーションが低いことを始
めとする三つの可能な原因を導出した。技術進歩率と印刷業の産出額は統計期間に渡って高めの相
関を保っているが，供給の面だけでは異常値を説明することができない。印刷業の技術進歩率と衰
退の関連性を完全に把握するためには，供給と需要両方を総合した分析が今後の課題である。

【キーワード】　印刷業，一般化残差モデル，技術進歩率，規模の弾力性，衰退の市場

1．はじめに

活版印刷機の発明から約六百年，それ以来人類は常に印刷術を通して本を作り出していた。そし

て本はこの六百年の間で情報伝達の最も重要な手段としてその役割をずって担い続けてきた（イン

ターネットの発明まで）。近年，インターネットの出現と発展とともに，印刷業および本の社会的

地位が揺らぎ始めている。経済産業研究所の「日本産業生産性（JIP）データベース 2021」によ

ると，日本の印刷業の産出額が 1997年にピークを迎え，何回増加した時期はあるものの，全体と

しては減少傾向にある。似たように，出版科学研究所の「日本の出版販売額」によると，日本の書
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籍と月刊誌の出版物推定販売金額も 1996年にピークを迎え，それ以降は下がる一方である。

これに対して 20世紀末期からインターネットの発展は顕著であり，今や多くのデジタル媒体は

書籍の情報伝達機能を代替し，本と新聞が占めていた市場はその影響をうけ，次第に縮小しつつあ

る。とりわけ現代社会におけるインターネットを始めとする情報伝達技術は止まることがなく，ま

さに日進月歩で発展している。この状況では本や印刷業の市場のさらなる縮小は免れないと考え

る。

出版を支える印刷業を人の営みの基本と位置づけ，筆者は印刷業の継続的成長が可能と考えてい

る。本稿は印刷業市場の縮小を前提として，現在の印刷業の技術進歩率に焦点を当て，今の印刷業

が抱える発展の課題とこれからの発展過程中にいずれ直面しなければならない技術進歩を主題に考

察を行う。技術進歩が進めば生産性が高まり，印刷業の持続的成長が可能となると思えるからであ

る。

印刷業の衰退傾向は，すでに 20年ほど長期にわたって続いてきた。印刷業の産出額の衰退の背

景を分析するため，供給と需要両方についての分析が必要になるが，本稿は供給の面から印刷業の

これまでの衰退の経緯を明らかにしたい。本稿の特徴として，一般化残差法とディビジア数量指数

を通じて，印刷業の衰退と印刷業の技術進歩率の間の関連性を明らかにすることがあげられる。一

般化残差法は水野（1986）が開発した一般化残差モデルである。このモデルは，まず資本ストッ

ク，労働者数および金利や労働者報酬などのデータを用いてディビジア数量指数を計算する。そし

てディビジア数量指数と産出額増加率の差を回帰分析の手法で検証する。その結果の残差が全要素

生産性伸び率であり，ここではそれを技術進歩率の一指標とみなす1。

今述べたように技術進歩率に焦点を当て，その高低が印刷業産出額の推移に影響を与えたとみな

す。印刷業の衰退の経緯を探る上記モデルのディビジア数量指数を計算するため，印刷業の資本ス

トック，従業者数のデータを収集し，一般化残差モデルで技術進歩率を算出するプロセスをとる。

資本ストックと従業者数のデータは「日本産業生産性（JIP）データベース」から確認できる。こ

れらのデータを用いてモデルを計算することにより，印刷業の技術進歩率がどの程度にあり，どの

ように推移しているのかを明らかにする。

技術進歩率以外に，もう一つ印刷業の衰退と関係する指標を考察する。それは規模の弾力性（一

般化残差モデルの中は 1/γ で表す。生産関数の同次性の次数）である。技術進歩率について収穫

一定（生産関数の一次同次性）および完全競争を前提として行った先行研究が多く，それらの研究

においてはいわゆる規模の弾力性が 1に固定されていた。しかし，規模の経済が実際に存在して

いるため，最初から一次同次ではなく，1/γ 次同次を仮定した方がより現実的である。

規模の弾力性が 1ではなくなったこの前提条件の下で，筆者は 1/γ を競争状況を表す指標とし

て取り上げる。土居ら（2021）がγを競争の指標としてとらえられているからである2。競争が激

1 全要素生産性には技術進歩率以外に多くの要素が含まれるが，その趨勢の大半が技術進歩の動きと解釈する。
2 γ は収益率を表し，1より大きければ競争状態になり，1より小さければ非競争状態になる。
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し過ぎると当然淘汰された企業が出てくる，逆に競争が緩くなれば市場は飽和とは程遠い状態とな

る。こうした衰退は供給の面からではなく需要の面からの影響の可能性が高い。インターネット発

展の衝撃（ショック）を受けた印刷業には市場の縮小が続いてきた。それは需要が低減しているこ

とが原因であると推測できるため，γ を計算するのは需要に対する供給の面からの競争の厳しさを

分析することには意義があると考える。本稿は水野ら（2020）に基づいて印刷業の技術進歩率を

測定した初のアカデミックな研究である。

2．印刷業の現状

前述の通り，日本の印刷業はまさに衰退に直面している。経済産業省の「企業活動基本調査」は

十年一度に各産業の新設企業数を表している。この調査によると，日本の印刷業の新設企業数は

1968年から減る一方で，特に 2009年以降起業された企業はわずか 7つである。似たような傾向

は経済産業省の「工業統計調査」からも見ることができる。「統計調査」によると，従業員が 4人

以上の事務所の数はすでに 2015年の 12185事業所から 2018年の 9888事業所に低下，従業員も

約 26.3万人から約 25.3万人に減少した。このような新設，および現存の企業数の減少は，今の日

本の印刷業市場は縮小し，すでに現存の企業規模を支えることすらできないという現状を表してい

る。この現状は一見すると，競争の緩和に見える。

表 1　暦年印刷業新規参入企業数

印刷業

1948以前 119

1949-1958 138

1959-1968 127

1969-1978  75

1974-1988  51

1989-1998  32

1999-2008  23

2009以降   7

企業数 572

出所：経済産業省「企業活動基本調査」より筆者作成

次に産出額を見てみよう。筆者は経済産業研究所の「日本産業生産性（JIP）データベース

2021」参照して，印刷業の暦年産出額と従業者数の変化を表すグラフを作成した。
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以上の 2つのグラフから見られるのは，本稿の最初に述べたように，印刷業の産出額は 1997年

にピークを迎え，それからは若干の上下変動はあるが低下し続けていることである。それに対して

印刷業の従業者数はデータの当初から低下し続けていた。ここで若干懸念なことは，産出額と労働

者数の関係である。一企業として，産出額の一部は労働者報酬として従業員に支払う，一部は投資

額として翌年の運営のために使うのが普通である。本稿が採用した一般化残差モデルは，企業の産

出額の変化を技術進歩，労働と資本ストックの増加に帰結しているため，産出額と労働者数の関係

が重要になる。この産出額と従業者数の減少傾向は類似性があるため，従業員報酬の要素を排除し

た産出額を見直す必要がある。よって筆者は厚生労働省の「賃金構造基本統計調査」に基づいて，

産出額から賃金を差し引いた，労働者報酬抜き産出額のグラフを作成した。

図 1　1994-2017　印刷業暦年産出額

出所：経済産業研究所「日本産業生産性 (JIP)データベース 2021」より　筆者作成

図 2　1994-2017　印刷業暦年従業者数

出所：経済産業研究所「日本産業生産性 (JIP)データベース 2021」より　筆者作成
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このグラフから見られるのは，労働者報酬要素を排除した場合，印刷業産出額の減少傾向は若干

緩むということである。しかし 2010年から産出額の減少が激しくなり，2017年までに印刷業の

産出額が 2010年水準に回復することはなかった。産出額から労働者報酬要素を排除してもなお，

産出額は低減していった。つまり産出額減少の原因は労働者の減少だけではなく，他の要素も含ま

れているということがわかる。しかし印刷業の資本ストックはこの 20年間ほぼ変わっていないた

め（図 4），資本ストックの変化は産出額低減の原因ではないと考えられる。

最後に印刷項目の生産金額の内訳も見てみよう。経済産業省の「生産動態統計」に，印刷業の各

種類の生産額が記載されている。「統計」から確認できることは，出版印刷の生産金額が大幅に減

少しており，ピーク時の 2007年の半分にも満たないということである。これに対して，商業印刷，

包装印刷と事務用印刷の生産金額はほぼ水平もしくは上昇している。産出額低減の現状と総合的に

見ると，印刷業の産出額は出版印刷の不振と従業者数の減少の影響を受け減少していのは明白だ。

しかし一般化残差モデルの中のもう一つの指標である技術進歩率はそれらのデータと異なり，公式

の統計がなされていない。技術進歩率を計算し，産出額との関係を確認するのは，本稿の目的であ

る。

図 3　1994-2017　労働者報酬抜き　印刷業暦年産出額

出所： 経済産業研究所「日本産業生産性 (JIP)データベース 2021」および厚生労働省「賃金構造基本統計調査」　
筆者作成
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以上の五つのグラフと新設企業の状況から見ると，概して日本の印刷業市場は衰退していること

は明白である。これは印刷業界に属する諸企業にとっても由々しき事態である。この状況に対して

印刷業界の各企業も各自で対策を打った。

図 4　1994-2017　印刷業暦年資本ストック

出所：経済産業研究所「日本産業生産性 (JIP)データベース 2021」より　筆者作成

図 5　2004-2020　印刷業暦年生産金額内訳

出所：経済産業省「生産動態統計」より　筆者作成
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3.1　中小企業

印刷業の特徴のうちの一つは，中小企業について見ると印刷がメインの収入源であり，他方で大

企業は印刷の持つ比重が相対的に小さいということである，大企業の場合，他の事業からの収入は

印刷を上回ることがある。よって企業の規模の違いで，印刷業の衰退に対して各社の取る対策が異

なることになる。

印刷業の中小企業の売上に占める大部分の利潤は印刷の収入からであるため，それらの企業が出

版印刷の不振によって受けた影響も深刻だ。若生（2009）は印刷業の中小企業を対象に研究を行っ

た。この研究において若生（2009,p.56）は「従業者数 99 人以下の事業所数の減少率は 1996～

2001 年の期間中において全産業の減少率の 2～5 倍の大きさである。2001～2006 年の減少率は従

業者数 300 人以上の事業所を除いて，全産業の平均減少率の 2～10倍の大きさである」と指摘し

ている。同時に，印刷頼りの中小企業は主に受注生産という方法で営業している。しかしこのよう

な受動的生産は低価格競争や環境問題などの市場ニーズの問題に迫られている。この問題に対応で

きない企業は破産し，生き残った企業も徐々に沼に沈んでいく。

このような傾向に対して，全日本印刷工業組合連合会（2008）は印刷業の業態をワンストップ

サービスに変革することを提唱した。「ワンストップサービスに変革する」というのは印刷業務の

前後過程業務である付帯サービス業務への新規参入を意味する。「前過程」はプロモーションや

マーケティング，「後過程」は物流や消費者サポートなどが含まれている。この方針は近年注目さ

れてきた「製造業のサービス化」の概念と似ている。「商品の供給側が需要側のデータを取り入れ，

そして従来の商品の生産と販売により完結するのではなく，供給サービスを組み込んでビジネスを

する」ことが「製造業のサービス化」3である。要するにここで求められているのは製造業はただ

物を生産するのではなく，「製品開発時に修理・メンテナンスを想定した製品設計や，制御メカニ

ズムをソフトウェア上に組み込むことは，製品を製造することと，修理・メンテナンスなどの製品

に必要なサービス自体が製造業者のビジネスのシステムの中に入ってくる」4ということである。

製造業のサービス化は製造業が直面していた機能面で競争優位を確保することが難しいという問題

の解決策の一つとして頻繁に論じられていた。印刷業もまさにこの問題に当てはまる。今の中小印

刷企業に求められるのはただ本業である印刷の腕前だけではない。市場自体が縮小しつつある今

は，サービスの提供などの手段を通して利潤を上げることが大切である。

しかしこれらの戦略を取るためには，プログラマーなどの IT人材が必要になる。その後に発生

してくるのはコストと利益のトレードオフの問題である。辛うじて営業を維持している企業にとっ

て，新しい人材の確保自体に困難があり，ましてやサービス向上のためにさらなる投資をしなけれ

ばならない，そして，出版が電子書籍に押されてしまった現在，サービス向上の実現は短期的に利

益をもたらすことができるどうかもまた未知数である。現在，印刷業の中小企業はまさにこのよう

3 南知恵子，西岡健一（2017）『製造業のサービス化戦略』中央経済社，p.7。
4 同前，p.7。
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なサービス化のジレンマに陥っている。「ワンストップサービスに変革する」戦略が打ち出されて

から 10年以上を経った現在でも，その成功例として紹介できる事例は殆どいない。印刷業の中小

企業における廃業が止まらないのが現況である。

3.2　大企業

印刷業の大企業といえば，それは無論大日本印刷株式会社と凸版印刷株式会社を始めとする大手

企業のことを指す。その二社の市場占有率は非常に高く，2018年印刷業総産出額は 46000億円で

あるが，これに対して二社の産出額の合計は約 28000億円であり，全印刷業の約 60％を占めてい

た。多くの中小企業がこの二社の下請けや孫請けという形で仕事をこなしている。

大手企業は中小企業と違い，すでに印刷業界の衰退を想定した上で対策を用意していた。大日本

印刷は印刷業務含む情報コミュニケーション部門，生活部門とエレクトロニクス部門の三本柱で営

業利潤を支えている。特に重要なのはエレクトロニクス部門である。エレクトロニクス部門は主に

電子デバイス専攻の部門であり，2009年の時点では，この部門の収益は全部門の 4％前後にすぎ

ず，2012年には収益自体がマイナスに陥ったこともある。しかし 2020年のエレクトロニクス部

門の収益は情報コミュニケーション部門を凌駕し，全部門の 44％を占めるまでに至った。印刷業

が衰退しつつある今，エレクトロニクス部門は大日本印刷の成長を牽引するまでに成長した。

しかしこのような他の事業を育成させ，かつ利益を生むことが時間的にも，コスト的にも厳しい

中小企業にとっては到底真似ができないやり方である。これに対して中小企業が取れそうなサービ

ス化は大企業にとってもやり甲斐がある改革であり，すでに着手し始めていた。

図書印刷株式会社は，2007年から凸版印刷の子会社となり，現在はすでにデジタル分野に参入

し，プロモーション，物流，顧客サポートサービスなど，製造業を超えた包括的ソリューションを

提供している。このようなサービス化を実行することで，企業の業績に対して積極的効果が発揮で

きることは，海外の学者たちによって証明された（Eggert 2014）。大企業はこうした変革を重視

している，しかし中小企業の方はこのようなモチベーションが見られない。若生（2009, p.56）に

よれば，「従業者数 300 人以上の事業所は 2001～2006 年の期間中において事業所数と従業者数が

ともに例外的に増えている。事業所は従業者数 300 人以上の大規模事業所への集約が進んでいる」

という。このような状況になる理由は，大企業が中小企業より，印刷業の衰退に対してより多く模

索して，生きる道を探すことに注力したと考える。

印刷業の企業の現状を規模別に見ると，一つの明白な事実を見い出すことができる。印刷業全体

として，研究開発に使用した経費が少ない。中小企業は経営環境が厳しく，常に価格競争と業績の

拡大などの問題に追われているため，研究開発に使える経費を確保するのが困難となっている。大

企業は研究開発の重要性を認識しているが，二強が業界 60％のシェアを占める環境下では，印刷

事業に関して今以上の研究開発費を投じる動機も生まれない。中小企業庁の「中小企業実態基本調

査」によると，調査対象である印刷業の 18439社の企業の中で，研究開発を行った企業はわずか
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398社，研究開発に使用した経費も全製造業の中で後ろから 2番目である。印刷業の中小企業はま

だ製造業からサービス業に転換する過程において第一歩しか踏み出ししていない。

印刷業は製造業の中でも労働生産性が低い産業（Peter F. Drucker （2001, p.283））である。逆

に言うなら技術の伸びしろが十分にあるとも考えることができる。しかし今までの印刷業の業務内

容は単純に印刷機を用いて同じものを大量に複写し，本やポスターなどのものに加工するだけであ

り，従業者の積極性を十分に活かすことができていなかった。製造業としての印刷業の領域を超え

ない限り，印刷業の労働生産性を高めることは難しいと考える。

4．先行研究

産業別の技術進歩率の測定に関する先行研究は多く存在している。服部ら（2000）は供給の面

から，11産業のそれぞれの技術進歩率を測定した。服部ら（2000）は推定された技術進歩率が一

定周期毎に変化率が変動することに気づき，全体的な景気循環を考慮してモデルに時間の要素を加

えて技術進歩率の推定モデルを見直した。しかし服部ら（2000）は 1次同次のコブ・ダグラス型

生産関数を使用して，収穫一定および完全競争を前提として研究を行い，そして印刷業の推計係数

も服部ら（2000）のモデルでは有意水準を満たしていなかった。

川本（2004）は製造業が部門別に収穫逓増または逓減の傾向が存在することを示した。耐久財

部門には収穫逓増の部門が多く，非耐久財部門については収穫逓減が主流であった。他に，川本

（2004）は技術進歩率の時期によっての変化傾向が異なる事実を導いた。1990年まで日本国の技

術進歩率は上昇傾向にあり，1990年からはフラット化の傾向にあると述べている。

他に，白井（2000）は収穫一定および完全競争の仮定に基づいた計測はバイアスが発生する可

能性があると指摘し，さらにどの程度のバイアスが発生したのかを実証分析で検証した。規模の経

済性と不完全競争は技術進歩率を測る際には注意しなければならないと白井（2000）は指摘した。

本稿は H.Theil（1980）の規模の弾力性（1/γ）に関するシステムーワイド・アプローチ理論を

ベースに，水野（1986）が開発した一般化残差モデルを用いて技術進歩率を推計する。服部

（2000），川本（2004）の研究と違い，一般化残差モデルは 1次同次（規模の弾力性＝1）の制限

を外して，規模の弾力性も推計対象にした。規模の弾力性は 1より大きければ規模に関して収穫

逓増，1であれば収穫一定，1より小さければ収穫逓減である。実際の計算では，筆者は水野ら

（2019）のモデルを参照し，ディビジア数量指数を算出する。それを一般化残差モデルに入れて回

帰分析を行い，回帰分析結果の残差項が全要素生産性伸び率であり，ここでは技術進歩率と見な

す。しかし水野ら（2019）は規模の弾力性を考慮に入れたが，規模の弾力性（1/γ）を競争の強弱

を表す指標として見なしていなかった。土居ら（2021）はそれが競争指標でもあることを示した。

若生（2008）は大手製造業の海外売上高と研究開発費の相関関係を検証し，研究開発費と売上

高の関連性が希薄であると指摘した。製造業全般の分析において，若生（2008）も「研究開発型

業種と設備型業種が混在している」ことが関連性の希薄の原因と述べていた。
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石川（2020）は製造業全体の衰退に着目し，衰退の原因をまとめた。石川（2020）は主に製造

業のグローバル化に重心を置き，製造業の中小企業はグローバル競争に苦しむ現状が製造業衰退の

原因の一つであると述べている。しかし印刷業は設備生産型企業や加工型企業と違い，少なくとも

日本における印刷企業の競争相手は主に国内の他の印刷企業である。このように，製造業向けの研

究は国内同士で競争し合っている印刷業の問題の説明に当てはまらない。印刷業に焦点を当てた独

特の研究が必要となる。

印刷業対象の研究である酒井（2007）は印刷業市場の縮小の原因を「景気と関わりのないプリ

プレスのフルデジタル化」と「新たな電子媒体の印刷市場への影響が大きい」と指摘した。新たな

技術は生産コストを低減している同時に，業界内の競争を更に激化させ，「印刷業において自分で

自分の首をしめる結果になった」と酒井（2007）は述べていた。しかし酒井（2007）は実証で技

術進歩と衰退の関連性を検証したわけではなく，理論上の分析に留まっている。技術進歩が印刷業

にとっては毒なのか，それとも薬になるのか，本稿はこの問題の解明を試みようと考えている。

5．モデルについての説明

一般化残差モデルを説明する前に，まずはディビジア数量指数について説明する：

 fK＝rK/（rK＋wL） （1）

 fL＝wL/（rK＋wL） （2）

上式の Kは印刷業の資本ストック，Lは印刷業の従業者数5，fKと fLは印刷業の資本と労働それ

ぞれのコストが総コストに占める割合である。以下は fKを資本のシェア，fLは労働のシェアと呼

ぶ。

印刷業の生産関数が 1次同次の場合は，上記の式を用いて利潤最大化の結果は以下の式で示さ

れる：

 dlnY＝fK×dlnK＋fL×dlnL  （3）

上記の fK×dlnK＋fL×dlnLの部分はディビジア数量指数である。

ここの dlnY，dlnKと dlnLは産出額，資本ストックと労働者数各変数の年増加率で，その計算

方法は統一で，以下の式で近似できる。Xtを tの Xの値とするならば次のようにあらわされる。

 dlnX＝（Xt＋1－Xt ）/Xt  （4）

または

 dlnX＝lnXt－lnXt＋1  （5）

印刷業の産出額 Yの増加率 dlnYは資本のシェア掛ける資本の増加率（fK×dlnK）および労働の

シェア掛ける労働の増加率（fL×dlnL）の合計に等しい。一般化残差モデルでは，産出額を説明す

る要素は資本ストックと労働者数以外に，全要素生産性伸び率（ここでは技術進歩率）も考慮に入

5 景気変動を考慮する場合，稼働率や労働時間を考慮する必要があるが，今回はモデルを単純化させる。
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れられる。それは下の式（6）の残差ρの部分である。

 ρ＝dlnY－（fK×dlnK＋fL×dlnL）  （6）

上記の式のρは全要素生産性伸び率，ここは技術進歩率として解釈される。

本稿は 1次同次の式（6）をベースとして，水野ら（2019）の 1/γ 次同次の式を参考し，定数項

は 0を仮定して日本の印刷業界の技術進歩率を算出する（ρ が残差にあたる）：

 dlnY＝1/γ×（fK×dlnK＋fL×dlnL）  （7）

実質の技術進歩率を算出する際に，式（7）で回帰分析を行う。その残差の項が，本稿が算出し

ようと考えている技術進歩率である。

6．回帰分析の結果

本稿における推計期間は 1996年から 2017年までである。推定に用いるデータは企業物価指数

に基づいて，2017年を基準年として実質化した。

回帰分析の結果は以下の通りとなった6。

規模の弾力性（1/γ） t-value R-square 収益率（γ）

印刷業ディビジア数量指数 0.648 3.392** 0.354 1.544

まず，規模の弾力性 1/γ は 0.648であった7。1より小さいため，経済理論に従えば印刷業は規

模に関して収穫逓減型に当てはまる。つまり今の状態から更に資本ストックや労働者数を同率で同

時に増やすと，それらの増加割合以下の産出額が増加することになる。

決定係数は 0.35のやや低めの数値ではあるが，対数の変化率変数であるため「比較的高い」と

いう評価ができる。ディビジア数量指数は説明変数として，統計上は有意である。

次に規模の弾力性 1/γ の逆数γは収益率と定義され8，生産物の総売上とコストの比率である。

一般的に言うならば，収益率が高いほど，産業に属する企業にとって収益が見込めるため，生産拡

大や投資増加などの積極策が取りやすく，同時に新規参入も促進され，その分市場における競争は

激しくなり，最終的には収益率が低減，規模の弾力性も 1に収束する。よって規模の弾力性 1/

γ は競争をはかる指標として考えることができる。印刷業の収益率は 1.544であり，1より高いた

め，現在印刷業に属する企業にとって収益が見込める。

最後に技術進歩率を計算した。全要素生産性伸び率を本稿では技術進歩率と見なした。本稿の推

計期間は 1996年以降のため，すでに川本（2004）が指摘した技術進歩率のフラット化期間に入っ

6  残差の平均値が 0となる問題があるため，次回は以下のモデルを検討したい：  
　dlnY＝τ＋1/γ×（fK×dlnK＋fL×dlnL）＋u  
上式においてτは定数項，uは残差，（τ＋u）を技術進歩率とする。

7 土居他（2021）において，日本経済全体の規模の弾力性は 0.85であったことを参考のために付記しておこう。
8 規模の弾力性との関連性および数式の証明過程は水野ら（2021）の研究を参照。
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ていた。統計期間中，印刷業の技術進歩率の最高点は 2010年の 5.85％，最低点は 2011年の

－5.20％だった。しかし 2010年の峰を除いて見ると，22年間に技術進歩率が 3％を超えることは

一度もない，全体としては低調な成長率にあたる9。

図 6　1996-2017　印刷業の技術進歩率

出所： 筆者作成

7．結果分析

印刷業の技術進歩率が低い水準に留まる理由は以下のように推測する。

（1） 最も直接的な理由は中小企業が技術開発や人材育成に使う経費自体が少ないこと，そして

根本的な理由は中小企業は研究開発を行う動機がないことにある。研究開発に使用した費

用は上記の現状の部分で紹介したように，印刷業の中小企業が全製造業のうち後ろから 2

番目に低い水準である。同じく中小企業庁の「中小企業実態基本調査」によれば，印刷業

が人材育成に使用した経費は研究開発に使用した経費とほぼ同じ 9.5億円前後ではあるが，

こちらの場合全製造業における比較的に上位にある。研究開発に比べて，印刷業の人材育

成は若干良い状況にあるが，製造業自体の平均的な人材育成費が少ないために，製造業以

外の業界を視野に入れると印刷業の人材育成費も平均以下になる。印刷業の技術進歩率は

このような低額な研究開発費に制限されて，伸び悩んでいる。

（2） 伝統的印刷業の仕事自体が労働生産性を向上させるポテンシャルがない。これは印刷業の

みならず，製造業全体の問題でもある。特に成熟した市場ほどこの問題が顕著である。大

多数の製造業はただ手順通りに同じ仕事を繰り返して，同じ製品を生産するだけの工程を

とっている。主な印刷プロセスは印刷機が自動で完遂するため，従業員のできることはあ

くまで印刷の前後過程における顧客との相談，完成後の発送などの製造に直接的な繋がり

9 他産業の技術進歩率との比較が必要と思われるが，今後の研究課題としたい。 
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のない仕事である。これも製造業の人材育成費用が他の業界に比べて少ないの原因のひと

つである。このように製造が機械に特化されている生産活動は，労働生産性の向上や技術

進歩に結びつきにくい。

（3） 需要の面でも，印刷業は技術進歩を求められていない。印刷業市場の縮小の背後には，出

版印刷の不振という要素が強く働いている。出版印刷の産出額は 2007年の 1400億円から

2020年の 600億円足らずまでに低下していった。図 5に示したように，他の印刷種類もそ

れを補うほど増加していない。明らかに印刷への需要が減少している。生産物である印刷

物の需要が低減しているため，生産する側の印刷の技術進歩もマイナスの影響を受けてい

ると考えられる。

7.1　競争と衰退の市場

計算結果の部分では，筆者は規模の弾力性が 1より小さいの場合が起きうることを紹介した，

しかし印刷業は一般的なケースに必ずしも当てはまらない。衰退しつつある印刷業は，例え規模の

弾力性が 1より小さくても，新規参入などが起きていない。なぜならば印刷業の上位に位置して

いる企業集団が収益を寡占しているからである。

簡単な例を挙げよう。例えば印刷業の市場が全体で 5000万円分あるとしよう。ここで経営状態

が良い上位集団，経営状態が普通の中位集団，および経営状態がぎりぎりの下位集団の三つが存在

していると想定しよう。その上で上位集団が 5000分の 3000を占め，中位集団が 5000分の 1300

を占め，残った 700が下位集団の分として割り当てられることを前提としよう。一定期間後，市

場が 5000万円から 4500万円に縮小したとする。このような状態でも，上位集団は業界の大多数

取引をコントロールしているので，ほぼ無傷であった。中位集団は 1300から 1100に減少し，約

15％の産出額をロスしたとする。最も傷つくのは下位集団であった。産出額は 700から 400に低

下し，42％の産出額を損なった。この状況を見て，下位集団の経営者はこれ以降も産出額が上昇

する希望がないと予想し，次第に業界から退出する。極端な場合を想定しよう。経営状態の良くな

い下位集団が全て退出した場合，彼らが有した顧客も全て中位と上位集団にまわることになる。結

果として，市場が衰退した状況の中でも，中位集団と上位集団の顧客が増える，利潤も増える可能

性がある。したがって収益率γは 1より高いが，1より高い分は殆ど上位集団にまわった。新規参

入もごくわずかしかないと考えられる。

桜川幸恵（2005）は企業の規模の弾力性と競争および利潤獲得の関係をまとめた。企業が価格の

支配力を持たない状況で，規模の弾力性は 1より小さければ新規参入が発生する。しかし印刷業の

状況から見るとはむしろ逆である。約 20年間の印刷業のデータを取り上げ分析した結果では，印

刷業の規模の弾力性 1/γ は 0.648であった。桜川が挙げる理論に従えば企業は利益が見込めるため

新規参入が行われ，印刷業の競争も激しくなるはずだった。しかし印刷業に参入する企業は年々減

少しつつある。原因として考えるのは，前述した構造をもつ印刷業市場の衰退に他ならない。
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7.2　衰退と技術進歩率

本稿の目的は，供給の面から印刷業の衰退と技術進歩率の関連性を明らかにすることにある。統

計期間中の印刷業の産出額データと技術進歩率の分析データを比較すると，次の 2点が確認され

た。

（1）産出額が減少した年では技術進歩率も減少したケースが多い。

（2）産出額が峰の形をしている年では，技術進歩率は明らかに異常な増加率で上昇している。

モデルを見直すと，残差である技術進歩率は産出額変化率とモデル予測産出額変化率との差であ

る。回帰分析で使ったディビジア数量指数は殆どマイナス数値で，印刷業の暦年産出額も減少傾向

にあるため，一旦産出額がわずかな上昇傾向にあると，算出した技術進歩率は前後年の数値から大

きく乖離する。しかし実態としてはそんなことはありえない。よって他に産出額に影響する要因が

あることは明白だ。

このモデルは基本的に産出額，労働と資本に基づいて算出したディビジア数量指数と技術進歩率

3者間の分析である，上記の 2点から見ると，次のことが言える。

（1） 減少傾向にある印刷業市場では，産出額が連続で低減している場合（例えば 2000年-2005

年），技術進歩率は常に 0を中心に上下変動している。その変動幅は約 3％前後で，印刷業

界全体の低額な研究経費から推測できる状況と基本的に一致する。

（2） 一般化残差モデルは産出額の変化を資本，労働と技術進歩率という 3者に帰結した。産出

額が暦年の減少から増加に転換した年では，技術進歩率は完全にモデルを通じて算出した

もののため，実際の状況から大きくかけ離れた技術進歩率が算出される可能性が存在する。

この 2点と低めの決定係数を総合的に見ると，一般化残差モデルは印刷業の衰退と技術進歩率

の関連性を説明するにはまだ十分でない部分がある。供給の面の各指標がほぼ変わってない状況

で，産出額だけが急上昇する状況について説明できていない。現在筆者が推測するのは，需要の面

のある指標が変動し，更に産出額に影響したと考える。

結論として，今の段階では一般化残差モデルは印刷業の衰退と技術進歩率の関連性の一部しか説

明していない。印刷業の産出額が持続的に減少している状況では，技術進歩率も緩めの変動幅で計

算結果に反映している。同時に，技術進歩率の最大値も 2％前後に留まっていることは，印刷業の

低額な研究開発費を反映している。

8．結び

本稿は一般化残差モデルを用いて，1996年-2017年の間の印刷業の技術進歩率と規模の弾力性

を計算し，それを使用してその間における印刷業の産出額の減少を供給の面から説明する試みを

行った。今回明らかになったことは次のとおりである。

（1） 印刷業の規模の弾力性は 0.648であり，1より小さいため，規模に関して収穫逓減型にあた

る。
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（2） 収益率は 1.544であった。今までの理論だと印刷業に新規参入する企業が増加し，競争も

激しくなるはずであった。しかし，実際に印刷業との現状は正反対であった。印刷業に参

入する企業は毎年減少し，現存事業所数，従業者数も減少しつつある。この矛盾を本稿が

説明できたと考えている。

（3） 印刷業の技術進歩率の計算結果には一般化残差モデルでは解釈できない部分がある。それ

を除いて見ると印刷業の低調な技術進歩率は低額な研究開発費と一致している。

（4） 印刷需要の減少は実際に存在している，出版印刷の産出額が 2006年から減少傾向にある。

印刷事務を主な経営内容とする中小印刷企業は「サービス向上化」に苦しんでいる。

今後の研究の課題としては，本稿が供給の面から十分に検証できなかった，産出額の上昇が技術

進歩率に影響した背後にある，需要の面の要因分析が望まれる。将来需要の面から行う分析の焦点

は次の 2点である。

（1） ディビジア数量指数が減少，産出額が逆に上昇したケースでは，需要の面の要因が如何に

作用しているのか解明する必要がある。

（2） 供給と需要を合わせて，印刷業の衰退と技術進歩率の間の因果関係について研究する。

需要の研究以外に，今までの理論と正反対の印刷業の収益率と競争が市場の衰退とどう関連性持

つのかという研究も望まれる。桜川（2005）の研究はうまく印刷業に当てはまらない。その原因

は業界の衰退と推測しているが，その矛盾を解明する体系的な研究が必要である。

参考文献
英語文献
Eggert, A. , Hogreve, J., Ulaga, W. and Muenkhoff, E. （2014） Revenue and profit implications of industrial 

service strategies, Journal of Service Research, Vol.17, No.1, pp.23-39.
Theil, H. （1980） The System-wide approach to microeconomics, Chicago, University of Chicago Press.
Theil, H. （1980） System-wide explorations in international economics, input-output analysis, and market-

ing research, Amsterdam, North-Holland Publishing Company.

日本語文献
Peter F. Drucker （2001） The Essential Druckeron Technology, Harper Collins,（上田惇生訳（2005）『テク
ノロジストの条件―ものづくりが文明をつくる』ダイヤモンド社）。
石川啓雅（2020）「生産過程のグローバル化と日本製造業の衰退―衰退の要因と再生を考える―」『高岡法科大
学紀要』，Vol.31, pp.71-96。

川本卓司（2004）「日本経済の技術進歩率計測の試み：「修正ソロー残差」は失われた 10年について何を語るか？」
『金融研究』Vol.23, No.4, pp.147-186。
経済産業研究所「日本産業生産性（JIP）データベース 2021」https://www.rieti.go.jp/jp/database/JIP2021/

index.html（閲覧日：2021年 8月 6日）。
経済産業省「企業活動基本調査」https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kikatu/index.html（閲覧日：2021
年 8月 6日）。

経済産業省「生産動態統計調査」https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/seidou/index.html（閲覧日：2021



―　　―294

年 8月 6日）。
経済産業省「工業統計調査」https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/result-2.html（閲覧日：2021年

8月 6日）。
厚生労働省「賃金構造基本統計調査」https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/chinginkouzou.html（閲覧日：

2021年 8月 6日）。
桜川幸恵（2005）「全要素生産性（TFP）に関する理論的考察」『跡見学園女子大学マネジメント学部紀要』，

Vol.3, pp.109-128。
酒井俊行（2007）「印刷業における構造調整」『千葉商大論叢』，Vol.44, No.4, pp81-103。
出版科学研究所「日本の出版販売額」https://shuppankagaku.com/statistics/japan/（閲覧日：2021年 9月

21日）。
白井誠人（2000）「産業別技術進歩率の計測―不完全競争および短期固定費用を考慮した場合―」『日本経済研究』

Vol.41, pp.28-44。
全日本印刷工業組合連合会（2008）『業態変革実践・ワンストップサービス実践ガイドブック』同会。

大日本印刷株式会社（2019）「DNPグループ統合報告書 2019」https://www.dnp.co.jp/ir/library/annual/_
icsFiles/afieldfile/2019/11/25/DNP_integrated2019j_1.pdf（閲覧日：2021年 8月 6日）。

中小企業庁「中小企業実態基本調査」https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page＝1&toukei＝
00553010&tstat＝000001019842（閲覧日：2021年 8月 6日）。
凸版印刷株式会社（2019）「統合レポート 2019」https://ssl4.eir-parts.net/doc/7911/ir_material_for_fiscal_

ym21/69872/00.pdf（閲覧日：2021年 8月 6日）。
土居 拓務，水野 勝之，王 冠傑，郭 暁宇，河合 芳樹，中村 賢軌，李 自豪（2021）「産業にかかる技術進歩率
の計測および K-指標の試作」情報コミュニケーション学会 第 18 回全国大会。

服部恒明，宮崎浩伸（2000）「産業別の技術進歩率の計測と経済成長の要因分析―1970年代後半以降の実証研
究―」『電力経済研究』Vol.44, pp.1-16。

水野勝之（1986），「技術進歩理論についての一考察―一般化残差理論とＨ．タイルのシステム－ワイド・アプロー
チ―」『北九州大学商経論集』, Vol.21, No.1, pp.65-90。
水野勝之，土居拓務，井草剛（2020）,「規模の弾力性及び全要素生産性の新たな計算手法の開発―小規模市町
村製造業の計量経済分析を例として―」『明治大学商学論叢』,Vol.102, No.4,pp.15-26。

水野勝之，土居拓務，安藤詩緒，井草剛，小俣惇（2019），「林業の全要素生産性と効用の関係についての研究―
中間取引を考慮しないケース―」, 水野勝之，土居拓務，安藤詩緒，井草剛，竹田英司編， 『林業の計量経済
分析』，pp.3-23，五弦舎。

水野勝之，土居拓務（2021）「規模の弾力性の逆数が収益率に等しいことの証明」，『明治大学経済教育研究セ
ンターワーキングペーパー』，第 10号 https://0090d9ba-c89b-4268-b9ef-8733f85f7ca4.filesusr.com/ugd/
ed047e_d042cf4b31fa4cb0a2c004f923c4feb2.pdf（閲覧日：2021年 9月 17日）。
南知恵子，西岡健一（2017）『製造業のサービス化戦略』中央経済社。

若生彦治（2008）「大手製造業の海外売上高比と利益 , 従業者数 , 研究開発費の相関関係」北陸先端科学技術大
学院大学，第 23回研究・技術計画学会 https://dspace.jaist.ac.jp/dspace/bitstream/10119/7653/1/674.
pdf（閲覧日：2021年 9月 10日）。

若生彦治（2009）「中小印刷業のサービス業化」関東学院大学『経済系』第 240 集 pp.54-75。




